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 原生自然環境保全地域及び自然環境保全地域（自然環境保全法）※

 国立・国定公園の特別保護地区，海域公園地区等（自然公園法）
 国指定鳥獣保護区の特別保護地区 （鳥獣保護法）
 生息地等保護区の管理地区（種の保存法）※

※下線は国基準では「配慮が必要な区域」としているが，引き上げて「除外区域」に設定したもの

※県内該当なし

 砂防指定地（砂防法）
 保安林（森林法）
 国立・国定・県立公園の特別地域（自然公園法・県立自然公園条例）
 地すべり防止区域（地すべり等防止法）
 急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地法）
 土砂災害特別警戒区域（土砂災害防止法）
 県指定鳥獣保護区の特別保護地区（鳥獣保護法）
 自然環境保全地域の特別地区 （自然環境保全条例）
 水道水源特定保全地域（ふるさと宮城の水循環保全条例）

Ⅶ 地域脱炭素化促進事業の促進区域の設定に関する基準 （本編７関連）

除外区域（国基準）

除外区域（県基準）

Ⅷ 推進体制等 （本編８関連）

除外区域
（国基準）

除外区域
（県基準）

市町村が促進区域を
設定できない区域

市町村が定めることができる再エネ事業の
ポジティブゾーニング

今回設定

促進区域

促進区域

促進区域

地球温暖化対策推進法に基づき市町村が定めることができる
「促進区域」のイメージ図

促進区域

宮城県内
促進区域における環境配慮事項等については，必要に応じて別途規定

全てのエネルギー種が対象

全てのエネルギー種が対象

１ 全庁組織による実行 ２ 地域協議会による効果的な施策展開

３ 毎年度の状況把握と公表

 知事，副知事及び全部局長で構成し，宮城県に
おける再生可能エネルギーと省エネルギー関連
施策を推進する「宮城県再生可能エネルギー等・
省エネルギー推進本部」の役割を拡充し，新たに
「環境政策推進本部」を設置して，本計画の実行
組織とします。

 地球温暖化対策推進法に基づく地球温暖化対策
地域協議会の場を活用し，情報の共有と関係者
との連携による効果的な施策展開に努めます。

 毎年度，目標に関するデータを収集し，県内の
状況を把握するとともに，「宮城県環境白書」など
を通じて，その状況を公表します。

 中間点検として，３年ごとの2025（令和７）年度及び
2028（令和10）年度に計画の進捗状況について調
査を行い，その結果を公表するとともに，必要に応じ
て計画の見直しを行うこととします。

 本計画の終期となる2030（令和12）年度終了後に
は，本計画全体の目標達成度及び効果を把握・評
価し，以降の地球温暖化対策の推進施策等に活用
します。

４ 計画の見直し

再エネ事業者のメリット
 許認可のワンストップ特例
 アセス配慮書手続きの省略
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